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別記様式（第２条関係） 

会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 庁 議 

開 催 日 時 令和８年４月３０日（木）午前８時５７分～午前９時５６分 

開 催 場 所 ３０１会議室 

出席者及び 

欠 席 者 

出席者：市長、副市長、教育長、企画財政部長、企画財政部行政改革・

ＤＸ推進担当部長、総務部長、総務部危機管理担当部長、市民

部長、協働推進部長、環境部長、健康福祉部長、健康福祉部高

齢・障害担当部長、子ども家庭部長、都市整備部長、都市整備

部建設管理担当部長、教育部長、教育部学校教育担当部長、議

会事務局長、会計管理者 

欠席者：なし 

議 題 
１ 令和８年第２回市議会定例会提出議案について 

２ その他 

結 論 
（ 決 定 し た 方

針、残された問
題点、保留事項
等を記載する。） 

議題１：提案のとおり提出議案として決定する。 

議題２：令和８年第２回市議会定例会の招集期日は６月８日（月）であ 

る。 

審 議 経 過 
（主な意見等を

原則として発言
順に記載し、同
一内容は一つに

まとめる。) 
 
（発言者） 

○印=構成員 
●印=説明員 

議題１ 令和８年第２回市議会定例会提出議案について 

⑴ 専決処分の承認を求めることについて 

  （市民部長説明） 

   地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規 

定に基づき、議会を招集する時間的余裕がなく専決処分するので、 

同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）が令 

  和８年３月３１日に公布され、令和８年４月１日から施行された 

ことに伴い、武蔵村山市税賦課徴収条例（昭和２６年村山村条例 

第１０号）の一部を改正したものである。 

１点目は、軽自動車税における環境性能割の廃止に係る規定の 

整備である。 

２点目は、固定資産税における再生可能エネルギー発電設備に 

係る課税標準の特例率の拡充等に係る規定の整備である。  

３点目は、その他、所要の規定の整備である。 

施行期日については令和８年４月１日からとする。 

なお、専決処分年月日については令和８年３月３１日、専決処 

分番号については令和８年専決第２号である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 
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⑵ 専決処分の承認を求めることについて 

（市民部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規 

定に基づき、議会を招集する時間的余裕がなく専決処分したので、 

同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）が令 

和８年３月３１日に公布され、令和８年４月１日から施行された 

ことに伴い、都市計画税の課税標準の特例措置に係る規定が削除 

されたことから、武蔵村山市都市計画税条例（昭和３９年村山町 

条例第３２号）の一部を改正したものである。 

 施行期日については令和８年４月１日からとする。 

なお、専決処分年月日については令和８年３月３１日、専決処 

分番号については令和８年専決第３号である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑶ 専決処分の承認を求めることについて 

（市民部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規 

定に基づき、議会を招集する時間的余裕がなく専決処分したので、 

同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）が令 

和８年３月３１日に公布され、令和８年４月１日から施行された 

ことに伴い、軽自動車税の環境性能割に係る規定が削除されたこ 

とから、アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に 

対する軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例に関する条例（昭和 

４８年武蔵村山市条例第２１号）の一部を改正したものである。 

施行期日については令和８年４月１日からとする。 

なお、専決処分年月日については令和８年３月３１日、専決処 

分番号については令和８年専決第４号である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑷ 専決処分の承認を求めることについて 

（市民部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規 

定に基づき、議会を招集する時間的余裕がなく専決処分したので、 

同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

地方税法施行令等の一部を改正する政令（令和８年政令第８３ 
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号）が令和８年３月３１日に公布され、令和８年４月１日から施 

行されたことに伴い、国民健康保険税の課税限度額及び国民健康 

保険税の減額措置に係る軽減判定所得の算定方法を変更するとと 

もに、子ども・子育て支援納付金課税額の減額について規定する 

必要が生じることから、武蔵村山市国民健康保険税賦課徴収条例 

（昭和３４年村山町条例第２０号）の一部を改正したものである。 

施行期日については令和８年４月１日からとする。 

なお、専決処分年月日については令和８年３月３１日、専決処 

分番号については令和８年専決第５号である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑸ 武蔵村山市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する 

条例の一部を改正する条例 

（総務部長説明） 

災害医療コーディネーター及び災害薬事コーディネーターの報 

酬額を改めるため、本案を提出する。 

１点目は災害医療コーディネーターについてである。 

訓練に係る報酬を「日額 ２０，７００円」に改める。 

また、災害時に係る報酬を「勤務１回につき２４，８００円、 

３時間を超えて勤務した場合においては、３時間を超える１時間 

ごとに、その額に８，１２０円を加算した額」に改める。 

なお、現行の金額について、訓練に係る報酬は、「日額 １９， 

２００円」、災害時に係る報酬は、「勤務１回につき２２，９００ 

円、３時間を超える１時間ごとに、その額に７，５７０円を加算 

した額」である。 

２点目は災害薬事コーディネーターについてである。 

訓練に係る報酬を「日額 １５，１００円」に改める。 

また、災害時に係る報酬を「勤務１回につき１７，９００円、 

３時間を超えて勤務した場合においては、３時間を超える１時間 

ごとに、その額に５，８５０円を加算した額」に改める。 

なお、現行の金額について、訓練に係る報酬は、「日額 １４， 

  ０００円」、災害時に係る報酬は、「勤務１回につき１６，６００ 

円、３時間を超える１時間ごとに、その額に５，４５０円を加算 

した額」である。 

施行期日については、公布の日からとする。 

なお、東京都と東京都医師会等が締結している覚書の改定額に 

  合わせるものである。 

  （質 疑） 
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   ○ 医師会等から了承を得ているのか。 

   ● 本市の医師会と薬剤師会の会長には改定の了承を得てい 

る。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑹ 武蔵村山市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

（市民部長説明） 

地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）が令 

和８年３月３１日に公布されたことに伴い、武蔵村山市税賦課徴 

収条例（昭和２６年村山村条例第２６号）の一部を改正する必要 

があるので、本案を提出する。 

１点目は市民税についてである。 

市民税における公的年金等受給者の扶養親族等申告書の提出義 

務の範囲を拡大するとともに、住宅ローン控除の控除限度額の算 

定方法の変更等に係る規定を整備するものある。 

２点目は固定資産税についてである。 

固定資産税について、家屋に係る免税点を２０万円から３０万 

円に、償却資産に係る免税点を１５０万円から１８０万円にそれ 

ぞれ引き上げることに係る規定を整備するものある。土地の免税 

点は３０万円で据え置きである。 

３点目はその他、所要の規定の整備である。 

施行期日については、１点目は令和９年１月１日からとする。 

２点目は令和９年４月１日から、３点目は令和１０年１月１日か 

ら施行する。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑺ 武蔵村山市特定教育・保育施設、特定地域型保育事業及び特定 

乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改 

正する条例  

（子ども家庭部長説明） 

新たに満３歳以上限定小規模保育事業の運営に関する基準を定 

めるとともに、規定を整備する必要があるので、本案を提出する。 

 １点目は、満３歳以上限定小規模保育事業の創設に伴う基準の 

整備である。満３歳以上限定小規模保育事業の創設に伴い、当該 

事業の運営に関する基準を定めるものである。 

２点目はその他、規定の整備である。 

施行期日については、公布の日からとする。 
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小規模保育事業については、６人以上１９人以下の利用定員で 

  あり、原則、０歳から２歳児を対象としている。市内における小 

規模保育事業は、現在、大南つぼみ保育園のみが実施している。 

子どもの保育の選択肢を広げる観点から、３歳から５歳児を対象 

とする小規模保育事業が新たに創設される。国の基準に基づき所 

要の改正を行う。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑻ 武蔵村山市家庭的保育事業等及び乳児等通園支援事業の設備及 

び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

（子ども家庭部長説明） 

新たに満３歳以上限定小規模保育事業の設備及び運営に関する 

基準を定めるとともに、事業所に配置すべき保育士の数の算定の 

特例に係る規定を定め、規定を整備する必要があるので、本案を 

提出する。 

１点目は理学療法士等のみなし保育士化である。 

小規模保育事業Ａ型等を行う事業所において、理学療法士等を 

１人に限り、保育士とみなすことができること等とする。 

２点目は満３歳以上の幼児に係る保育士配置基準の見直しであ 

る。 

小規模保育事業Ａ型等を行う事業所に配置すべき保育士の数に 

ついて、満３歳以上満４歳未満の幼児おおむね２０人につき１人 

以上の保育士を置く規定を、おおむね１５人につき１人以上に改 

め、満４歳以上の幼児おおむね３０人につき１人以上の保育士を 

置く規定を、おおむね２５人につき１人以上に改める。 

３点目は満３歳以上限定小規模保育事業の創設に伴う基準の整 

  備である。 

 満３歳以上限定小規模保育事業の創設に伴い、当該事業の設備 

及び運営に関する基準を定める。 

４点目はその他、規定の整備である。 

施行期日については、公布の日からとする。 

 ２点目の経過措置として、保育士及び保育従事者の配置の状況 

に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるときは、満３歳 

以上満４歳未満の幼児に対する保育については令和１０年３月３ 

１日までの間、満４歳以上の幼児に対する保育については当分の 

間、それぞれ本条例による改正後の基準を適用せず、本条例の改 

正後においてもなお、その効力を有することとする旨を定める。 

（質 疑） 
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○ ⑺の条例と⑻の条例でひとつにすることはできないのか。 

● 当該条例は、基本的に国の基準に基づき制定しており、２ 

つの条例は、性質が異なるものであるため、ひとつにするの 

は難しいと解釈している。 

⑺の条例と⑻の条例の違いを説明する。⑺の条例は、市が 

認可施設について、給付の基準を満たしているかどうか確認 

するものである。 

  ⑻の条例は、市が事業について、条例に定める基準に満た 

しているか認可の可否を判断するものである。 

○ 件名の家庭的保育事業等の中に満３歳以上限定小規模保育 

事業も入っているという解釈でよいか。 

   ● そのとおりである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑼ 令和８年度武蔵村山市一般会計補正予算（第２号） 

（企画財政部長説明） 

歳入においては、基金繰入金等について、歳出においては、保 

  健体育費等について、また、繰越明許費及び地方債について補正 

する必要が生じたため、本案を提出する。 

補正予算額は２億９，６１１万７千円であり、補正後歳入歳出

総額３５７億３，９０６万円である。 

歳入概要は、生活保護費負担金、財政調整基金繰入金、学校給   

  食センター解体事業債である。 

歳出概要は、生活保護援護経費、道路維持管理経費、学校給食 

  センター解体工事である。 

（質 疑） 

○ 歳入及び歳出の概要の生活保護費とは具体的に何か。 

● 最高裁判決を踏まえた生活保護費等の追加給付についてで 

ある。内訳は１件当たり７万３千円×対象世帯約１，２００ 

世帯である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑽ 令和８年度武蔵村山市下水道事業会計補正予算（第１号） 

（建設管理担当部長説明） 

大規模下水道管路特別重点調査に係る路面下空洞調査及び新青 

梅街道拡幅に伴う管きょ改良工事により、歳入及び歳出額を補正 

する必要があるので、本案を提出する。 
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収益的支出は補正予算額５３９万７千円であり、補正後予算額  

１９億８５万１千円である。 

 歳出概要は、管きょ費の委託料の増である。 

 資本的収入は補正予算額１億９，８００万円であり、補正後予算 

額１８億１，４４７万８千円である。 

 歳入概要は、建設改良費の工事請負費の増に伴う公共下水道債及 

び都補助金の増である。 

 資本的支出は補正予算額１億９，８００万円であり、補正後予算 

額１９億６，８６６万４千円である。 

 歳出概要は建設改良費の工事請負費の増である。 

 今回の収益的収支の補正の収入は、昨年度と同様に当初予算書の 

第３条を補正し、「なお書き」により整理することとなる。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑾ 市道路線の認定について 

（建設管理担当部長説明） 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定によ 

り、路線を認定するので、同条第２項の規定により、本案を提出 

する。 

村山工場跡地地区における道路等整備事業に伴い、市道路線と

して認定するものである。今後、築造されていく道路の施工に先

立ち、電線共同溝の布設に必要になるため、認定するものである。 

１点目の路線名は、主要市道第１０４号線、起点は武蔵村山市

伊奈平三丁目３番地先、終点は武蔵村山市榎一丁目１９番地先、

幅員は２０．００ｍ、延長は６３９．０７ｍである。 

２点目の路線名は、主要市道第１０５号線、起点は武蔵村山市

榎一丁目１番地先、終点は武蔵村山市榎一丁目１番地先、幅員は

２０．００ｍ、延長は６５２．９４ｍである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑿ 市道路線の認定について 

（建設管理担当部長説明） 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定によ 

り、路線を認定するので、同条第２項の規定により、本案を提出 

する。 

 立川都市計画道路３・４・１７号桜街道線整備事業の代替地に 

関連して整備した道路について、市道路線として認定するもので 
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ある。 

路線名は、一般市道Ｂ第１９９号線、起点は武蔵村山市大南一 

丁目８番地先、終点は武蔵村山市大南一丁目９番地先、幅員は５． 

００ｍ、延長は８３．０４ｍである。 

 なお、こちらの案件は既に道路の築造が完了している。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒀ 市道路線の一部廃止について 

（建設管理担当部長説明） 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定に 

より、路線を一部廃止するので、同条第３項の規定により、本案 

を提出する。 

 払下げの申出があり、市道路線を一部廃止するものである。 

 路線名は、一般市道Ｄ第５号線、起点は武蔵村山市中原一丁目 

１番地先、終点は武蔵村山市中原一丁目３４番地先、幅員は３． 

６４ｍ、延長は１９．３７ｍである。 

 新青梅街道の拡幅に伴い、鉄塔を撤去し、今回の廃止の箇所に 

鉄塔の移設を行うものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

【追加予定】 

⑴ 主要市道第６号線雨水管布設工事の請負契約について 

（総務部長説明） 

主要市道第６号線雨水管布設工事を施工する必要があるので、

本案を提出する。 

概算額は３億１,６７１万９千円である。 

工事内容は新青梅街道内に埋設されている既設の雨水管がモノ

レールの工事の支障となるため、今後、撤去されることから、新

たなルートに雨水管を布設する工事である。 

工期限は議決のあった日の翌日から令和９年３月１９日（金） 

までである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑵ 農業委員会委員の任命について 

（企画財政部長説明） 

農業委員会委員の任期が令和８年７月１９日で満了になること 
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に伴い、新たな委員を任命する必要があるため提案するものであ 

る。  

 農業委員会等に関する法律第８条第１項に基づき、議会の同意 

を得て任命する。 

なお、任期は令和８年７月２０日から令和１１年７月１９日ま 

でである。 

 また、農業委員会委員定数は１３人、農業委員会委員候補者評 

価委員会は４月１７日に開催である。 

 本会議当日は１３件の議案を提案することになる。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

【報告事項】 

⑴ 継続費繰越計算書について（一般会計） 

（企画財政部長説明） 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１ 

項の規定により、報告する。  

令和７年度から令和８年度に繰り越した継続費について、継続 

  費繰越計算書を調製し、これを議会に報告する。 

（結 論） 

報告事項として決定する。 

 

⑵ 継続費繰越計算書について（下水道事業会計） 

（建設管理担当部長説明） 

地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１８条 

の２第１項の規定により、報告する。 

令和７年度から令和８年度に繰り越した継続費について、継続 

費繰越計算書を調製し、これを議会に報告する。 

（結 論） 

報告事項として決定する。 

 

⑶ 繰越明許費繰越計算書について（一般会計） 

（企画財政部長説明） 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２ 

項の規定により、報告する。 

 令和７年度から令和８年度に繰り越した繰越明許費について、 

繰越計算書を調製し、これを議会に報告する。 

 現在、３１件の繰越が決定している。翌年度の繰越額の総額と 

しては、４億２６３万９,９７５円となっている。 
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（結 論） 

報告事項として決定する。 

⑷ 武蔵村山市土地開発公社の経営状況を説明する書類の提出につ

いて 

（都市整備部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項 

の規定により、提出する。 

 提出書類については、令和７事業年度武蔵村山市土地開発公社 

決算書（事業報告書・財務諸表）及び令和８事業年度武蔵村山市 

土地開発公社予算書である。 

（結 論） 

報告事項として決定する。 

 

議題２ その他 

令和８年第２回市議会定例会の招集期日については６月８日（月） 

である。 

 
 

会議録の開示 

・非開示の別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 
 

庶務担当課  企画財政部 企画政策課（内線：３７３） 

（日本産業規格Ａ列４番） 


